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• 本書の著作権は株式会社シティアスコムが所有しています。 
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米国および、その他の国における登録商標または商標です。 
• Adobe Reader は、米国 Adobe Systems 社の米国およびその他の国における登録商標または商標です。 
• Oracle は、Oracle Corporation 及びその子会社、関連会社の米国およびその他の国における登録商標または商標です。 
• その他、記載の会社名、商品名は各社の登録商標または商標です。 
• 製品の仕様および機能は、改良のため予告なく変更させていただく場合があります。 
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1 高等教育の修学支援新制度 

高等教育の修学支援新制度の概要と TOMAS 学費システムで可能な対応を説明します。 

 

1-1 修学支援新制度とは 

意欲のある子供たちの進学を支援するため、授業料・入学金の減免と、返還を要しない 

給付型の奨学金の大幅拡充により、大学、短期大学、高等専門学校、専門学校を無償化 

する方針を決定いたしました。 

（文部科学省 HP http://www.mext.go.jp/a_menu/koutou/hutankeigen/index.htm 

「令和 2 年 4 月から実施の高等教育の修学支援新制度の概要」より抜粋） 

 
 

 

上限額（年額）（住民税非課税世帯）  

財源(負担者) 
昼間部 夜間部 

入学金 授業料 入学金 授業料 国 都道府県 

大学 26 万 70 万 14 万 36 万  全額 － 

短大 25 万 62 万 17 万 36 万  全額 － 

高専 13 万 70 万 開校無 開校無  全額 － 

専門 16 万 59 万 14 万 39 万  1/2 1/2 

 

1. 目的・・・少子化対策／社会で活躍できる人材の増加 

2. 支援対象となる学校種・・・・大学／短大／専門学校／高等専門学校 

3. 支援内容・・・・授業料減免制度の創設／給付型奨学金支援の拡充 

4. 実施時期・・・・・・2020 年４月 

◆無償化のポイント 

◆無償化の支援対象となる学生 
 「住民税非課税世帯」及び「それに準ずる世帯」の学生。 

  （令和２年度の既入学者も含む在学生対象） 

◆授業料減免の上限減免額・財源(負担者) 
 「住民税非課税世帯（第Ⅰ区分）」は下記表を上限として減免。 

 「それに準ずる世帯（第Ⅱ区分）（第Ⅲ区分）」は非課税世帯の 2/3・1/3 を減免。 

 
 

減免の上限額と財源（負担者） 
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1-2 ＥＸ２学費システムでの減免の対応概要 

学費システムでの減免対応について。 

学生毎の徴収金額整備・減免区分毎の学生生徒情報の管理などが主な作業です。 

 

今回の資料は各画面の概要・設定のポイントのみ記載しています。 

詳細は学費マニュアル（在校生管理編・ファイルレイアウト）の参照願います。 

 

 ＜減免対応概要＞ 
 

■費目追加  

 例「授業料減免」「入学金減免」 

 

■徴収金額の整備 

徴収パターン・徴収台帳金額訂正。 

学内奨学金がある場合、奨学金控除後の金額より減免額を設定。 

以下のいずれかの方法で徴収金額の設定を行います。 

① 「徴収パターン」作成 

奨学金等があり徴収パターンが多くなり複雑化する場合は、以下②の方法で対応。 

② 「徴収金額訂正画面」で個人毎の金額修正 

CSV データを作成し、授業料減免額の取り込みを行うことも可能。 

 

■管理区分の設定 ※任意  

 対象者抽出（徴収金額設定時・減免対象者の管理簿作成時等）を目的とし作成。 

例「第Ⅰ区分(3/3 免除)」「第Ⅱ区分(2/3 免除)」「第Ⅲ区分(1/3 免除)」 

 

■会計勘定科目追加  

TOMAS 会計システムと連動している場合、減免費目について科目・明細の設定。 

 

■返金（還付） ※任意 

 納付時期の猶予等での対応が望ましいが、これにより難しい場合は、 

 入学金・前期授業料を一旦徴収した場合は、入学後に減免額が確定した際に、 

学生等に対して減免相当額を還付することを想定。 

（文科省 HP http://www.mext.go.jp/a _menu/koutou/hutankeigen/1409388.htm 

Q＆A（令和元年９月２４日版） Q12 より一部抜粋） 

 

上記の通り、還付が必要な場合は、TOMAS 学費システムより総合振込のデータ作成 

が可能。 
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1-2-1 費目追加 ≪学費マニュアル 在校生管理編 P3-1～P３-３≫ 

「入学金減免」「授業料減免」の減免費目の作成を行います。 

現状の登録内容を参考に設定有無を判断願います。 

 

■費目マスタ登録 ＜3 在校生→2 ﾏｽﾀ登録→1 徴収ﾏｽﾀ→1 費目ﾏｽﾀ登録＞ 

 

 

 

No 名称 説明 

A 費目種別 種別の追加が必要であれば＜3→２→1→8 費目種別ﾏｽﾀ登録＞で設定。 

B 貸借区分 減免は「借方」を設定。 

C 集計単位 自動仕訳の集計単位（他の費目を参照し設定） 

D 費目使用 

最下層部門毎（例：学科）に費目の未使用・使用を設定。  

学費マニュアル ≪在校生管理編 P3-2≫参照。 

※新規で費目追加した場合、費目使用の初期値は未使用になっている。 

 費目追加を行った場合は、「未使用」から「使用」へ変更が必要。 

 

 ※専門学校で場合、財源（負担者）に費目を分ける場合は、費目の追加をお願いします。 

  自動仕訳処理を使用しており、かつ財源毎に会計の科目明細を分けたい場合等が 

  上記例に該当します。 
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■費目優先順位マスタ登録＜3 在校生→2 ﾏｽﾀ登録→1 徴収ﾏｽﾀ→4 費目優先順位ﾏｽﾀ登録＞ 

 

 

No 名称 説明 

A 相殺費目 
相殺対象費目にチェック。入学金減免は入学金と相殺され

る。(上記例参照) 

B 優先順位 入金額を振り分ける優先順位を借方費目別にセット。 

 

  費目優先順位が機能するケースについて 

   ・【入金/返金処理(個人別)】にて「振り分け」ボタンを使って入金する場合。 

   ・電信振込入金時に満額ではなかった場合の処理が、分納入金するとしていた場合。 

   （パラメータ「電信振込で金額不一致時の取り扱い」の設定値が「分納入金する」の場合） 

 

1-2-2 減免金額の設定  

減免額を学生生徒毎に反映する方法は「徴収パターン金額マスタ登録（パターン毎に減免金

額を設定）」「徴収台帳金額訂正（個人毎に減免金額を設定）」があります。 

学校様運用に合わせ、設定方法を選択願います。 

   

① 徴収パターンで金額をセットする場合≪在校生編 P3-8～3-9≫ 

・徴収パターン金額マスタ登録 ＜3 在校生→2 ﾏｽﾀ登録→1 徴収ﾏｽﾀ→2 徴収ﾊﾟﾀｰﾝ金額ﾏｽﾀ登録＞ 

    費目を選択「授業料減免」「入学金減免」選択。徴収パターン毎の金額設定ができます。 
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No 名称 説明 

A 部門 大学を選択。学科・学年の選択も可能。 

B 費目 

「授業料減免」「入学金減免」を選択。検索ボタン押下すると 

最下層部門・学年・費目が表示される。 

画面下の◀▶で次学年情報に画面が遷移する 

C １２ヶ月表示 
徴収金額 12 ヶ月表示し、4 月・10 月で「前期」「後期」を設定している 

場合は、チェックをいれると１２ヶ月分が一画面に表示される。 

D 徴収金額 
徴収パターン毎に金額設定。 

徴収金額はマイナスで入力する。 

    金額欄を入力し更新ボタン押下すると、以下のメッセージが表示されます。 

    必ず「はい」を選択し、徴収台帳反映月（※）の設定をお願いします。 

               
     ※「前期」「後期」の徴収反映月が不明な場合は、部門マスタの徴収月 TAB で確認できます。 

      部門マスタ ＜１ｼｽﾃﾑ情報→3 部門ﾏｽﾀ登録＞ 

 

・徴収台帳一括登録 ＜3 在校生→2 ﾏｽﾀ登録→1 徴収ﾏｽﾀ→3 徴収台帳一括登録＞ 

 （更新した徴収パターン金額マスタを個人の徴収台帳に反映させる為の処理です。） 

    バックアップ取得後の作業。上記、徴収パターン登録で金額登録した内容が反映している 

    ことを確認し「更新ボタン」を押下します。 

     

・新たにパターンを作成する場合は≪在校生編 P3-5≫参照願います。 

 徴収パターンを学生生徒マスタ登録に設定する際、CSV 形式で取込することも可能です。 

    取込フォーマット≪ファイルレイアウト P1８ １０徴収パターン取込≫ 

     

② 徴収台帳金額訂正画面で減免額を設定する場合≪在校生編 P3-14～3-16≫ 

「授業料減免」「入学金減免」をパターン化せずに、個人毎に金額を設定します。 

徴収パターンが多く減免費目の設定でさらにパターンが複雑化する場合などは、 

この方法で対応をお願いします。 

※複数人まとめて減免額の変更を行う場合は、CSV 形式で取込することも可能です。 

      取込フォーマット≪ファイルレイアウト P16 8 徴収台帳金額取込レイアウト≫ 

      取込画面≪在校生編 P3-16≫ 
 

  上記①②作業後、各個人の徴収金額の確認方法 

    徴収台帳一覧表で確認＜3 在校生→2 ﾏｽﾀ登録→3 徴収台帳金額訂正＞ 

    画面上の印刷から「徴収台帳金額一覧表印刷」を選択し、確認をお願いします。

 

徴収台帳金額訂正画面 
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1-2-3     管理区分の設定  

  学生生徒マスタ登録の「基本情報２」で、減免区分の設定（第Ⅰ区分～第Ⅲ区分）ができます。 

  管理区分を設定することで減免対象者の抽出や管理資料の検索条件として活用できます。 

  （管理区分マスタの設定方法は P1-7「■マスタ設定」参照） 

  ■活用例 

① 減免対象者の抽出（学生生徒検索） ≪在校生編 P10-1～P10-13≫ 

以下の通り減免対象者の絞り込みが可能。 

選択したデータを対象として各種画面(※)に遷移できます。 

※各種画面は≪在校生編 P10-3≫参照 

     

② 管理資料の検索画面 

月次台帳・入金管理表・未納者一覧表などの各種管理資料の検索条件として活用できます。 
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■マスタ設定 

 

① 管理区分マスタ設定画面 

  学生生徒マスタ登録画面に表示されるタイトル・区分内容は以下の画面で設定可能。 

 
 

 
  

No 内容 説明 （設定画面） 

A タイトル 
＜１ｼｽﾃﾑ情報→2 法人ﾏｽﾀ登録＞ 「名称設定 TAB」 管理区分名称。 

上記例では「入学金減免」「授業料減免」等タイトル設定。 

B 区分内容 
＜１ｼｽﾃﾑ情報→5 環境設定→4 管理区分ﾏｽﾀ登録＞ 

上記例では「3/3」等、管理区分マスタの内容設定。 

  

② 学生生徒マスタに管理区分を設定 

減免対象の学生生徒に各区分内容（3/3・2/3・1/3 等）を設定する方法は以下のいずれか

で対応。 

 ・学生生徒マスタ登録画面 「基本情報２」で登録 

 ・CSV で取込  

レイアウト≪ファイルレイアウト P9～10  3 学生生徒上書≫ 

取込画面 ≪在校生編 P11-5≫ 

    ・学生生徒項目別訂正画面で登録≪在校生編 P10-8≫ 

     複数人画面でまとめて設定が可能。学生生徒検索画面からも遷移できます。 

 

    

設定画面 
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1-2-4 会計勘定科目設定 ≪在校生編 P12-2～12-3≫ 

 

  ＴＯＭＡＳ会計システムを利用されている場合、学費ステムより会計仕訳取込データ 

  を作成することが可能です。 

 

   ■借方 TAB ＜1 ｼｽﾃﾑ情報→5 環境設定→5 勘定科目・受入口座設定＞ 

 

■貸方 TAB＜1 ｼｽﾃﾑ情報→5 環境設定→5 勘定科目・受入口座設定＞ 

 

 

No 名称 説明 

A 表示階層 
表示階層を選択。同一費目でも学科毎(部門Ⅲ等)で科目明細が相違する場合

は、表示階層を学科で設定。 

B 費目対応科目 科目明細を設定。上記例では科目「514」明細「99」を設定。 

C 
借方費目と貸方費目

の対応設定 

借方科目と相殺の場合、優先順位を設定。 

優先順位が重複する場合、貸方費目コード昇順に相殺される。 

減免の場合は貸方費目：借方費目は１：１の為、重複しない。 

借方費目をまとめて仕訳作成する場合は、≪在校生編 P6-5≫参照。 

D 
借方費目を対象年度

で仕訳作成する 

借方費目を前受勘定での入金があった場合の仕訳。 

前受勘定を使用する場合は、≪在校生編 P12-3⑥≫参照。 

 

   ■摘要設定＜1 ｼｽﾃﾑ情報→5 環境設定→5 勘定科目・受入口座設定＞ 

    自動仕訳の摘要内容・自動仕訳結果リストに表示される科目明細名称の設定は上記画面上 

    マスタメンテ→摘要設定を選択。「会計部門コード・摘要設定」画面より設定します。 
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1-2-5 還付が発生する場合 ≪在校生編 P5-5～5-13≫ 

入学金・前期授業料を一旦全額徴収した場合、入学後に減免額が確定した際に、減免相当額を

還付する場合の対応。還付金額のデータを別途作成し、総合振込データ作成を行います。 
  

① 取込作成。フォーマット≪ファイルレイアウト P14 ６返金データレイアウト≫ 

② 取込≪在校生編 P5-5≫ 

＜3 在校生→11 保護者口座への振込→1 返金ﾃﾞｰﾀ作成＞ 

 

No 名称 説明 

A モード選択 

・CSV 取込：別途作成した返金データ取込する際選択。 

（以下 B～D は CSV 取込を選択した際の表示項目） 

・返金対象者一覧表印刷：取込後対象者や金額を確認する際選択。 

（部門・学年等の印刷条件画面が表示される。） 

B 先頭行を項目名～ 別途作成した返金データの 1 行目が項目名の場合「はい」を選択。 

C 処理区分 

・再作成：新規作成もしくは、先に作成された返金データを削除後追加。 

・追加：先に作成された振込指定日が表示され、そのデータに今回取込分 

    が追加。上書きしない。 

D 取込元 「ﾌｧｲﾙ選択」ボタン押下し、別途作成したデータを選択。 

 

③ 振込データ作成≪在校生編 P5-7≫. 

＜3 在校生→11 保護者口座への振込→3 総合振込依頼ﾌﾛｯﾋﾟｰ作成＞ 
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No 名称 説明 

A 対象 
・総合振込フロッピー作成：データ作成する場合選択。 

・総合振込依頼書：総合振込依頼書作成する場合選択。 

B 部門など 作成条件を絞り込む際に指定。学年単位で絞り込む場合は「詳細」TAB。 

C 振込先 

・振込先口座優先：学生生徒マスタ登録で登録している振込口座に振込。 

         振込口座の登録がない場合は、自動引落口座に振込。 

・自動引落口座：自動引落口座に振込。 

振込口座情報が登録されていない場合は下記（Q1）参照 

D 出力先 総合振込データの保存先を指定。 

 

 ■Q＆A こんな時どうする？ 

 

  Q1 学生生徒マスタに振込データが未登録。取込方法は？ 

  A１ 以下の方法でまとめて登録することが可能です。 

  ・CSV で取込  

レイアウト≪ファイルレイアウト P8 2 学生生徒ﾏｽﾀ口座情報上書レイアウト≫ 

取込画面 ≪在校生編 P11-4≫ 

     ・学生生徒項目別訂正画面で登録≪在校生編 P10-8≫ 

      複数人画面でまとめて設定が可能。学生生徒検索画面からも画面する為、 

      先に学生生徒毎に減免の管理区分を設定しておけば、対象者のみ抽出し登録可能。 

 

 

Q2  還付用の総合振込データを別途作成した場合、学費システムの入金処理に反映する？ 

A２  学費システムには反映しません。別途入金作業が必要になります。 

     入金処理をしない場合は、未納者一覧表等に未納扱いになる為、入金処理が必要です。 

  （参考：入金処理個人別） 

 
 

 まとめて入金作業が必要な場合は、以下の方法で対応が可能です。 

  ・入金処理（複数人用）≪在校生編 P4-35≫ 

  ・入金一括登録 ≪在校生編 P4-36≫  

詳細 TAB で費目限定できます 

  ・CSV で取込 

   レイアウト≪ファイルレイアウト P17 9 入金日取込≫ 

取込画面 ≪在校生編 P11-5≫ 

入金処理してい

ない減免額 
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